職員の退職手当に関する条例等の改正（概要）
大阪府教育委員会事務局教職員室教職員企画課
■改正の理由
昭和48年5月17日前において特定指定法人の職員となるため退職した際に支給を受けた退職手当額相当額を、当該法人から復帰し、同日以後に本府を退職する際に受けることとなる退職手当額から控除する際の利息の割合について、国に準拠して改正する必要があるため。
■改正の内容
利率について、退職手当の支給を受けた日の翌日から退職した日の前日までの期間につき、次の期間の区分に応じ、それぞれ定める割合とする。
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

年1.8％
平成23年４月１日から平成24年３月31日まで

年1.9％
平成24年４月１日から平成25年３月31日まで

年2.0％
平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

年2.2％
平成26年４月１日から平成27年３月31日まで

年2.6％
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

年2.9％
平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

年3.4％
平成29年４月１日から平成30年３月31日まで

年3.6％
平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

年3.9％
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで

年4.0％
平成32年４月１日以後



年4.1％
■施行期日　　公布の日
